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整備計画に掲げる政策目標の達成（成果指標で事後評価）

住宅・社会資本の整備 効果促進事業

基幹事業

○道路 ○港湾

○治水 ○下水道

○海岸 ○都市公園

○市街地再開発事業

○都市再生整備計画事業

○住宅 ○住環境整 等

関連社会資本整備事業

○各種「社会資本整備事業」
（社会資本整備重点計画法）

○ 「公的賃貸住宅の整備」

○ 計画の目標実現のため
基幹事業一体となって、基
幹事業の効果を一層高め
るために必要な事業・事務
（ソフト事業を含む）

○ 全体事業費の２割を目途

（例）基幹事業が「道路」の場合
・コミュニティバス車両の購入
・アーケードモールの設置・撤去
・離島航路の船舶の改良（省エネ化等）
・観光案内情報板の整備

・社会実験（レンタサイクル、自転車乗り
捨てシステム･･･）
・計画検討（無電柱化、観光振興･･･）

社会資本整備総合交付金の概要
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ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ
社会実験

駅前広場
人工地盤

道路

公園

空き店舗活用

（提案事業）

ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽの社会実験等
のソフト事業等

市町村は都市再生整備計画作成、提出
（事前評価＋公表）

＋

道路、公園、河川、下水
道、地域交流センター、高
質空間形成施設、既存建
造物活用事業等

○平成22年度創設の社会資本整備総合交付金の基幹事業として位置づけ。
（既に国土交通大臣に提出された都市再生整備計画については、当該交付期間内は「特定計画」とし
て、新たに社会資本総合整備計画を作成し提出することなく新交付金の交付が可能。）

地域交流
センター

○都市再生特別措置法第46条第1項の都市再生整備計画に基づく事業等（提案事業も含む）

都市公園等事業、市街地整備事業、都市水環境整備事業 等
＋

他の基幹事業を適宜組み合わせ、また必要に応じて一体的に実施する関連事業を組み合わせる
ことにより、効果的なまちづくりを実施。

＋

関連社会資本
整備事業

効果促進事業

○都市再生整備計画事業（従来のまちづくり交付金事業）

基礎額となる国費は従来のまちづくり交付金の国費率計算と同様。（概ね４割）

基幹事業 関連事業

社会資本総合整備計画（市街地整備分野）の作成

歩道整備

※効果促進事業は、全
体事業費の２割以内。

※提案事業費と効果促
進事業費の合計で全体
事業費の２割以内。（効
果促進事業を実施しない
場合は、提案事業の割合
は従来通り、２割を超える
ことも可能。）
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都市再生整備計画事業（従来のまちづくり交付金事業）の概要



都市再生整備計画の概要



都市再生整備計画 高質空間形成施設

■高質空間形成施設

１ 緑化施設等（植栽・緑化施設、せせらぎ・カスケード
、カラー舗装・石畳、照明施設、ストリートファニチャー・
モニュメント等）

２ 電線類地下埋設施設（宅地区域内で整備又は負担
が行われる管路方式で、道路区域内の場合は占用物
件となる電線類の地下埋設であるもの（電力管理者が
負担する費用を除く。））

３ 電柱電線類移設（宅地区域内で整備又は負担が行
われる添架方式で、道路区域内の場合は占用物件と
なる電柱電線類の移設であるもの（電力管理者が負担
する費用を除く。））（ただし、当該移設が本表第６ただ
し書の全ての要件に該当する場合に限る。）

４ 地域冷暖房施設（設計に要する費用に限る。）

５ 歩行支援施設、障害者誘導施設等

電線共同溝法に基づく
ものは、道路付属物であ
るため、基幹事業【道路】
に該当。
詳しくは、ご相談下さい。
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都市再生整備計画 全国の事例 ①道路事業 ②高質空間形成施設
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北海道における活用事例(高質空間形成事業①)
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【道路グレードアップ事業(高質空間形成事業)】
・観光動線ともなる道路のグレードアップを行い、
歴史的街並み景観の創出を図る。
(自然石、ブロック舗装) (西部地区：函館市)

市道寺町二十間坂通

整備前 整備後

【街路灯・案内サイン設置(高質空間形成事業)】
・絵本の里にふさわしい魅力的な景観づくりを目指し、
大通り商店街に統一されたデザインの街路灯・
案内サインを設置。
(自然石、ブロック舗装) (西部地区：函館市)

【植樹桝、歩道部ブロック舗装(高質空間形成事業)】
・中心商店街の魅力向上を図るため、商店街道路の改良、
修景等の整備。
(岩見沢駅周辺地区：岩見沢市)

【照明・街路樹整備 (高質空間形成事業)】
・交通環境の改善と心和む歩行環境を作るための
デザイン照明・街路樹の植栽
(上士幌市街地区：上士幌町)

道道士幌上士幌線

有明北盛通



北海道における活用事例(高質空間形成事業②)
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【植栽整備(高質空間形成事業)】
・植栽による景観向上
(洞爺湖温泉地区：洞爺湖町)

整備前 整備後(イメージ図)

【駅前広場バスシェルター等整備
(高質空間形成事業)】
・稚内市の厳しい風雪に対応した
駅前広場内バスシェルターの整備
(稚内市中心市街地地区：稚内市)

モニュメントイメージ

モニュメント兼案内標識整備イメージ

【駅前広場内空間整備
(高質空間形成事業)】
・モニュメントや案内看板、緑陰を整備
(木古内町中心市街地地区：木古内町)



北海道における活用事例(高質空間形成事業③)
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インターロッキング Ａ＝1350㎡
せせらぎ水路
ベンチ～15基
モニュメント１基

整備後(イメージ図)

【無頭川モール整備事業(高質空間形成事業)】
・無頭川モールを軸とした高質空間の形成
(インターロッキングブロック舗装、ベンチ、せせらぎ水路、モニュメント)
(中心市街地地区：富良野町)

モニュメント整備

ソーラー照明（※整備イメージ）
【憩いの広場整備(高質空間形成事業)】
・町民の憩いの場を創出するため高質空間を整備。
災害時には一時避難地としても活用するため、街灯はソーラーシステムを採用。
(弟子屈市街地区：弟子屈町)



北海道における活用事例(提案事業)
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【町並み景観形成事業】
・街並みと景観等を考慮して商店がリニューアル
(剣淵市街地地区：剣淵町)

【商店街ファサード整備事業】
・商店街アーケードをサインとしても活用する
(なよろ地区：名寄市)

【引込線埋設事業】
・景観阻害要素となる電柱から建物への
引き込み線(電力線・電話回線)を埋設
(知床斜里駅周辺地区：斜里町)

【都市景観保全事業】
・都心部観光にとって重要で良好な景観を維持向上
するため、外観等の機能強化工事を実施
(釧路川水際交流拠点地区：釧路市)



（参考）住民参加型まちづくりファンド支援業務
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資金を地縁により調達し、住民等によるまちづくり事業の助成等を行う「まちづくりファンド」に対し、MINTO機構が資金拠出による支援を
行い、住民参加型まちづくりの推進を図る業務。

■支援の対象となるまちづくりファンド支援業務の要件
次の「1」～「3」の全ての要件を満たす必要があります。
1. 次に該当するもののうち、地域住民、地元企業等によるまちづくり事業(※1)への助成等
(※2)を行うもの。
●公益信託
●公益法人(財団法人又は社団法人)
●市町村長が指定するNPO等の非営利法人(※3)
●指定まちづくり会社(※4)
●地方公共団体が設置する基金
2. 地方公共団体から当該まちづくりファンドに資金拠出(※5)が行われていること。
3. 住民・企業等から当該まちづくりファンドに資金拠出(※5)が既に行われ、又は、今後行われ
ることが見込まれること。
なお、MINTO機構からの資金拠出時には、「1」～「3」の全ての要件を満たす必要がありますが、
応募される時点では、要件を満たしていなくても構いません。

※1 まちづくり事業の例
(景観形成)
●街並み景観に配慮したファサードの改修、植栽やフラワーポットの設置等の緑化活
動など
(まちの魅力アップ)
●シンボル施設の整備、ライトアップ設備の整備など
(伝統文化の継承・歴史的施設の保全)
●伝統文化継承のための資料館等の整備や地域の伝統的な町家、歴史的建築物(倉
庫、蔵、住宅等)の保全・改修など
(観光振興)
●観光物産品の販売施設整備、観光振興のための案内板の設置など
(安心安全なまちづくり)
●防犯カメラ、防犯灯、カーブミラーの設置
●バリアフリー化のためのスロープの整備など
(その他)
●交流拠点施設の整備など
*まちづくりに資することを目的とする事業に限ります。(本来、地方公共団体等が実施
すべき事業を除きます。)
*調査費の助成やゴミ拾い活動、ワークショップの開催などソフト事業のみの活動は対
象となりません。

■支援の内容
MINTO機構の拠出金額の限度は、次の「1」～「3」のうち最も少ない金額となります。
1. 原則として2,000万円以内。ただし、まちづくりファンドの規模、助成等の対象等を考慮し、
必要と認められる場合には、5,000万円まで拠出可能です。
2.当該まちづくりファンドに対する地方公共団体の拠出金額(※5)
3.当該まちづくりファンドの総資産額(※5)(MINTO機構拠出分を含む)の1/3

※2 助成等
助成等は指定まちづくり会社(※4)が自ら行うまちづくり事業への支出を含みます。なお、当該支出に当たっては、他事業同様公募し、外部委員等の審査・選定を経ることを前提とします。
またMINTO機構の拠出金は、課税の有無を問わずまちづくり事業への助成等に使用いただきます。
※3 市町村長が指定するNPO等の非営利法人
市町村長が指定するNPO等の非営利法人とは、都市再生整備推進法人、中心市街地整備推進機構、景観整備機構、防災街区整備推進機構等として指定された非営利法人をいいます。
※4 指定まちづくり会社
指定まちづくり会社とは、次の要件全てに適合するものをいいます。
ⅰ. 都市再生整備推進法人として指定されたまちづくりの推進を図る活動を行うことを目的とする会社
ⅱ. MINTO機構の拠出金並びに拠出対象事業及び当該事業により整備された施設等を使用して行う事業から生じる利益を配当に充てないもの
※5 資金拠出、拠出金額及び総資産額
資金拠出、拠出金額及び総資産額は、まちづくりに資する助成等に使用する出資を含みます。


